




























かにする。（第 3 ～ 5章）
　課題 4　課題 1 ～ 3を踏まえ、現代中国において「大学における教員養成」
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への改革が「教員の専門的力量」の保障にどのような影響をもたらしたのかを解
明し、今後の教員養成改革の課題と方向性について考察する。（終章）
2 ．論文構成
　序章　　本研究の目的・問題意識・課題・方法
　第 1部　高等師範系学校の改革背景及び改革動向
　第 1章　1980年代における教員養成制度と高等師範系学校の実態
　第 2章　教育制度改革における高等師範系学校の位置と課題
　第 2部　「大学における教員養成」への改革と教員養成教育の変化―山東省の
　　　　　 2大学を事例として―
　第 3章　山東省における高等師範系学校の現状と教員養成教育の課題
　第 4章　師範高等専科学校から一般大学への昇格における教員養成教育の変化
　　　　　―A大学の事例分析―
　第 5章　師範学院から総合大学への移行における教員養成教育の変化―B大学
　　　　　の事例分析―
　終章　　総括、試論及び今後の課題
3 ．論文概要
　第 1章では、目的制教員養成制度のもとで、1980年代末までの間、高等師範
系学校が特に教員の量的確保の面で重要な役割を果たしたことを明らかにした。
1980年代後半以降には、中学校教育の拡充に対応して教員の学歴の不足状況が顕
在化し、高等師範系学校の増設が強く求められた。政府は師範系学校の量的拡充
を促進する政策を相次いで打ち出し、高等師範系学校の量的拡充が進められた。
しかし、教員の学歴充足は需要に対応できず、現職教員への研修をもって学歴に
読み替える措置が取られた。つまり、教員の量的不足問題は解消されていなかっ
た。
　第 2章では、1990年代以降、市場原理を導入した経済改革の進行が教育改革に
重要な影響を及ぼしたことを論じた。高等師範系学校に改革を迫ったのは、高等
教育制度と教員養成制度の改革であった。高等教育制度は大幅に規制緩和され、
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授業料が重要な収入源となった。高等師範系学校も例外ではなく、各大学は自主
財源を確保するために、学生募集を拡大した。一方、教員養成制度改革は資質教
育への転換を指向する基礎教育改革の観点から推進された。ただし、教員の量的
不足及び学歴と力量の不足状況も無視できない問題であった。それらを解決する
ために、教員資格の法制化、教員養成の大学教育への引き上げという方策が相次
いで推進された。ここにおいて、高等師範系学校は次の課題に直面した。①学生
募集数の増大を図る；②優秀な学生を獲得するための戦略を打ち出す；③大学と
しての「学術性」、つまり、特定の学問分野に関する専門教育の水準を高める；
④大学教育の水準に適合した養成教育を施す；⑤基礎教育の改革に適応しうる教
員養成カリキュラムを構築することである。
　第 3章では、山東省の1980年代以降における教育動向を整理し、同省内の高等
師範系学校が置かれていた状況を明らかにした。1990年代以降、 9年制義務教育
が急速に普及し、小・中・高等学校で資質教育が推進された。基礎教育の質的充
実を図るため、教員研修も拡充され、教員の学歴充足率は全国の平均水準より高
くなった。しかし、省内17市の教員の需給状況と学歴水準には地域間格差が存在
していた。高等教育については1990年代後半、省政府による制度改革が積極的に
推進された。また、地域経済の発展に対応するため、地方の高等教育機関の増
設、省内の高等教育機関の配置構造の再編、学生募集数と学校規模の拡大が促進
された。
　第 4章では、師範高等専科学校から大学へ昇格した A大学の事例について、
改革の経緯、教員養成カリキュラムの内容変化及び大学教員の認識に基づく実態
を明らかにした。教員養成の変化は次のとおりである。第一は、大学教育の基礎
を成す一般教養の強化である。第二は、教科専門教養の学問水準を高める志向性
の強化である。第三は、教職専門教養における実践活動の偏重である。A大学に
おける教員養成カリキュラムの変化を総合的にみると、一般教養と教科専門教養
が拡充・強化された一方で、教職専門教養においては実践活動である教育実習の
時間数が増大したが、教育学を中核とする教職専門教養の理論部分は大きく縮小
された。理論と実践の関連付けが不十分であることも明らかになった。
　なぜそうなったのだろうか。国家レベルの高等教育改革と教員養成改革を背
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景とし、本科大学の創設を強く求める X市の意向を受けて X校は大学となった。
地域住民と行政は市内唯一の大学に多様な期待を寄せた。「X市の経済発展に貢
献し、地方産業が求める人材を育成する」という考え方が A大学昇格の際に強
く浸透した。そのため、A大学における昇格は、必ずしも教員養成教育の質的向
上を積極的に進めた結果とは言えない。
　第 5章では、単科大学である師範学院から総合大学へ移行した B大学の事例
分析を行なった。教員養成の変化については次のことを明らかにした。第一は、
総合大学における小学校教員養成の実現である。第二は、実践的指導力の基礎の
育成を目指すカリキュラムと授業の改革及び大学と地域の連携によって実現する
教員養成モデルである。第三は、一般教養、教科専門教養の水準を確保しつつ教
職専門教養科目を多数取り込むという「教員の専門的力量」の土台の育成である。
これらを総合すると、B大学の教員養成系専攻では小・中・高等学校の教員養成
において「教員の専門的力量」を高める改革に取り組みつつあると考えられる。
　以上の変化はなぜ起きたのだろうか。その要因の第一は、教員養成という B
大学の特色を維持して基礎教育の変化に適応できる優秀な教員を育成することを
強く意識していることである。第二に、地域における大学間の激しい競争に対応
し、卒業生の就職ルートを広げたことである。第三に、教員養成教育を計画・実
施する組織を特設したことである。
　終章では第 1部と第 2部の分析に基づいて「大学における教員養成」への改革
による教員養成の変化について以下の 3点から考察を行った。
　第一に、教員養成における学力水準の確保と課題についてである。両大学では
教員養成教育において学生の幅広い学問的教養を重視し、学力水準の保障に努め
ている。その理由は、激しい競争の中で、如何に大学としての教育水準を確保す
るかが大学の存廃につながるからである。一方で、高等教育の進学率上昇に伴っ
て、従前よりも学力の低い学生が進学するという事態が生じている。大学にとっ
ては、学生の学力水準をどのように高めて「教員の専門的力量」の向上につなげ
ていくかが深刻な課題となっているのである。
　第二に、「大学における教員養成」の変化の実態とその背景要因についてであ
る。まず、本研究は「大学における教員養成」の質的分化を明らかにした。A大
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学では「教員の専門的力量」の育成という点では、必ずしも向上していない実態
が見出された。一方で、B大学は新たな教職専門教育を追求し、養成段階におけ
る「教員の専門的力量」の育成を重要視しようとする指向性が見出された。次に、
その背景要因を次の 3つの点で分析した。①「昇格」と「移行」がもたらす問題；
②大学内在的な教育理念がもたらす問題；③大学を取り巻く地域特性がもたらす
問題である。
　第三に、開放的な教員養成における市場競争の導入と「教員の専門的力量」の
土台の保障の関係についてである。現代中国においては、教員養成を実施する大
学は大学間の激しい市場競争と地域の需要に対応しながら、教員養成を目的とし
ない専攻分野を拡大しつつ、高度な研究と教育を任務とする大学の本質を守ろう
としている。教員養成教育は、高等教育における市場原理の導入と養成教育の高
度化及び開放化という制度改革の影響を受けながら変化している。
　経済のグローバル化と知識基盤社会の確立のなかで、教育制度改革が行われ
た。教育制度の改革、市場競争と地域の人材需要は「大学における教員養成」の
内実を形成する背景要因となった。こうしたなかで、高等師範系学校の約60％を
図 1　現代中国の教員養成改革の全体像
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占める師範高等専科学校は大学に昇格し、「大学―開放」の枠で教員養成を実施
している。高等師範系学校の約40％にあたる師範大学・学院は総合大学に移行し、
「目的―開放」を軸にして教員養成を行っている。こうして「大学における教員
養成」への改革は広がっているものの、「教員の専門的力量」の土台の育成が保
障されているとは言い難い。教員養成の質は大学によって異なり、そこで養成さ
れる教員の数も十分とは言えない（図 1参照）。このように考えると、現代中国
において「大学における教員養成」への改革は、「教員の専門的力量」の土台の
育成を保障できているとは言えない。このような教員養成の現実のもとで、基礎
教育における資質教育の推進は未だ不十分な状況にあると考えられる。また、事
例研究を通して「大学における教員養成」の実態を見ると、教員の量的確保とい
う点の問題を指摘せざるを得ない。
